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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)　連結経営指標等

回次 第26期中
第27期
第２四半期
連結累計期間　

第28期中 第26期 第27期

会計期間

自　平成19年
10月１日

至　平成20年
３月31日

自　平成20年
10月１日

至　平成21年
３月31日

自　平成21年
10月１日

至　平成22年
３月31日

自　平成19年
10月１日

至　平成20年
９月30日

自　平成20年
10月１日

至　平成21年
９月30日

売上高 (千円) 6,756,031 5,894,924 6,613,67313,897,49512,186,626　　　

経常利益 (千円) 711,981 394,874 770,947 1,530,384 972,930

中間（当期）純利益または

中間（当期）純損失（△）
(千円) 92,434 △66,889 379,150 569,232 154,773

純資産額 (千円) 7,353,628 7,761,070 8,363,019 7,830,426 7,984,722

総資産額 (千円) 18,170,86618,083,29816,574,70318,581,60017,617,078

１株当たり純資産額 (円) 203.01 214.26 230.87 216.17 220.43

１株当たり中間（当期）純

利益金額または１株当たり

中間純損失（△）

(円) 2.55 △1.85 10.46 15.71 4.27　

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
(円) - - - 15.71 -

自己資本比率 (％) 40.5 42.9 50.4 42.1 45.3

営業活動によるキャッシュ

・フロー
(千円) 476,741 642,494 921,306 1,411,899 1,738,369

投資活動によるキャッシュ

・フロー
(千円) △209,094 △46,282 △97,024 △263,183 △144,732

財務活動によるキャッシュ

・フロー
(千円) △177,000 △311,000 △1,624,002 △359,000 △817,002

現金および現金同等物の中

間期末（期末）残高
(千円) 1,209,904 2,194,183 1,885,885 1,908,972 2,685,606

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
(人)

180

(－)

177

（－）

199

(12)

180

(5)

191

(4)

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　２．第27期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については１

　　　　　株たり中間純損失のため、第27期連結会計年度及び第28期中間会計期間の潜在株式調整後１株当た

　　　　　り中間（当期）純利益金額については潜在株式が存在しないため記載しておりません。　　　　　　　　　　

　　　３．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に中間連結会計期間の平均人員を外数で記

　　　　　載しております。

　　　４．第27期第２四半期連結累計期間は四半期報告書を提出しているため、第27期中間連結会計期間に代

　　　　　えて第27期第２四半期連結累計期間について記載しております。
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（2）提出会社の経営指標等
回次 第26期中 第27期中 第28期中 第26期 第27期

会計期間

自　平成19年
10月１日

至　平成20年
３月31日

自　平成20年
10月１日

至　平成21年
３月31日

自　平成21年
10月１日

至　平成22年
３月31日

自　平成19年
10月１日

至　平成20年
９月30日

自　平成20年
10月１日

至　平成21年
９月30日

売上高 (千円) 3,907 － 3,711 7,811 7,529

経常利益または経常損失

（△）
(千円) △103,865 － △50,505 △188,502 △154,188

当期純利益または中間（当

期）純損失（△）
(千円) △230,907 － △27,792 △172,739 △283,298

資本金 (千円) 4,000,000 － 4,000,000 4,000,000 4,000,000

発行済株式総数 (株) 36,223,850 － 36,223,85036,223,85036,223,850

純資産額 (千円) 6,366,908 － 6,113,981 6,425,077 6,141,776

総資産額 (千円) 6,514,343 － 6,275,185 6,681,899 6,178,544

１株当たり純資産額 (円) 175.77 － 168.78 177.37 169.55

１株当たり当期純利益金額

または中間（当期）純損失

金額（△）

(円) △6.37 － △0.76 △4.77 △7.82

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
(円) － － - - -

１株当たり配当額 (円) － － - - -

自己資本比率 (％) 97.7 － 97.4 96.2 99.4

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）
（人）

5

(－)

－

(－)

0

(－)

5

（－）

1

（－）

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し

　　　　　ておりません。　　　

　　　３．従業員数は、就業人員であります。

　　　４．第27期中間会計期間は四半期報告書を提出しているため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　

３【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

（1）連結会社の状況

 平成22年３月31日現在

　質屋、古物売買業
199

(12)　

　不動産賃貸業
0

(－)

　全社（共通）
0

(－)

　合計
199

(12)

　　（注）　従業員数は、就業人員（社外から当社への出向者を含みます。）であり、臨時雇用者数は()内に中間連結会　　

　　　　　　計期間の平均人員を外数で記載しております。

　

(2）提出会社の従業員の状況

 平成22年３月31日現在

従業員数（人） 0　　 

　　（注）　従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。

(3）労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間連結会計期間（平成21年10月１日から平成22年３月31日）におけるわが国経済は、昨年11月のデフレ宣

言や、中間年度後半にはギリシャ財政危機に端を発した欧州金融不安の世界的拡大等を要因とした景気後退に

より、企業設備投資の抑制、雇用情勢の悪化、個人消費の低迷等が続いており、先行きについては不透明感が残

り、円高の影響も厳しい状況下に推移しております。

　中古品小売業界におきましては、景気低迷による消費者の節約志向が強くなり、低価格化競争が激化し低額品

の需要が伸張した反面、高額品や嗜好品の需要は逓減しております。更に、インターネット等による中古品売買

の普及・拡大が拍車を掛け買取・販売競争は激化の一途を辿っております。

　このような状況の下で、当社子会社の株式会社大黒屋（以下「大黒屋」という。）における質屋・古物売買業

は、中間会計期間において増収・増益決算を確保致しました。積極的な広告宣伝を展開したことにより既存店に

おいて商品単価減に伴い顧客単価は減少したものの顧客数を大幅に伸ばすことが出来、更に前期末に開設した

銀座店の売上も寄与し、増収を確保しました。

　また、商品の買取につきましては、前期は個人消費の減退や商品価値の下落の影響により減少が続いておりま

したが、当期においては第１四半期以降減少傾向に歯止めが掛かり、第２四半期からは買取件数、買取単価とも

に増加に転じました。

　利益面につきましては売上増加及び売上総利益の確保に伴う売上総利益率の改善により、広告宣伝費及び地代

家賃等戦略的な経費は増加したものの販売費及び一般管理費の全般的削減により増益を確保致しました。

　以上の結果、当中間連結会計期間の連結売上高は6,613百万円（前年同期比12.2％増）となり、連結営業利益は

889百万円（前年同期比60.0％増）、連結経常利益は770百万円（前年同期比95.2％増）、連結中間純利益は379

百万円（前年は66百万円の純損失）となりました。

　

(2）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、1,885百万円となりました。

　当中間連結会計期間中における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

　

　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は921百万円（前年同期比43.4％の増）となりました。

　これは主に、税金等調整前中間純利益869百万円（前年同期比715.8％の増）の計上、のれん償却額280百万円、

減価償却費63百万円の計上などの一方で、たな卸資産が146百万円増加、ポイントカード引当金が65百万円減少、

法人税等の支払56百万円があったことなどによるものです。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は97百万円（前年同期比109.6％増）となりました。

　これは主に、定期預金の預入による支出60百万円、有形固定資産の取得による支出49百万円によるものです。

　

　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は1,624百万円（前年同期比422.2％増）となりました。これは短期借入金24百万

円返済及び長期借入金1,600百万円の返済によるものです。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）仕入実績

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間

（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

前年同期比（％）

質屋、古物売買業（百万円） 4,276 122.6

合計（百万円） 4,276 122.6

 

(2）受注実績

該当事項はありません。

  

(3）販売実績

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間

（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

前年同期比（％）

質屋、古物売買業（百万円） 6,609 112.2

不動産賃貸事業（百万円） 3　　 99.7

その他（百万円） 0 51.4

合計（百万円） 6,613 112.2

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　　２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。　

３【対処すべき課題】

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

４【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更があっ

た事項は、次のとおりであります。　

　なお、文中における将来に関する事項は、半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　監理銘柄及び整理銘柄に関する規則第３条第１号aの（i）（株券上場廃止基準の取扱い１.（８）fに定める猶予期

間の最終日までに株券上場審査基準に準じてジャスダック証券取引所が定める基準に適合することができない場

合）に該当するとして、平成21年10月１日から、当社株式が監理銘柄（確認中）に指定されておりました。しかし、当

社では、ジャスダック証券取引所への新規上場基準に準じた審査に係る申請をするべく鋭意努力してまいりました

が、申請に係る書類等について関係各署と協議の結果、平成21年９月期有価証券報告書を提出した平成21年12月28日

から起算して８日目（休業日を除く）である平成22年１月８日に当該申請ができないこととなり、当社株式は、ジャ

スダック証券取引所において平成22年１月８日付にて整理銘柄に指定され、平成22年２月９日付にて上場廃止となり

ました。

５【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、半期報告書提出日において当社グループが判断したものであります。

(1)重要な会計方針及び見積り

　当社の中間連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成してお

り、当社の中間連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５　経理の状況　(1)中間連結財務諸表　中間連結

財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおりであります。この中間連結財務諸表の作成にあ

たっては、過去の実績値や状況を踏まえ合理的と判断される前提に基づき、見積り及び判断を行っております

が、不確実性あるいはリスクがあるため、将来における実際の結果と異なる場合があります。

　

(2)当中間連結会計期間の経営成績の分析

　当社子会社の大黒屋における質屋・古物売買業は、中間会計期間において増収・増益決算を確保致しました。

積極的な広告宣伝を展開したことにより既存店において商品単価減に伴い顧客単価は減少したものの顧客数を

大幅に伸ばすことが出来、更に前期末に開設した銀座店の売上も寄与し、増収を確保しました。 

　また、商品の買取につきましては、前期は個人消費の減退や商品価値の下落の影響により減少が続いておりま

したが、当期においては第１四半期以降減少傾向に歯止めが掛かり、第２四半期からは買取件数、買取単価とも

に増加に転じました。

　利益面につきましては売上増加及び売上総利益の確保に伴う売上総利益率の改善により、広告宣伝費及び地代

家賃等戦略的な経費は増加したものの販売費及び一般管理費の全般的削減により増益を確保致しました。

　

(3)経営成績に重要な影響を与える要因について

　当社グループの業績は大黒屋の業績の影響を大きく受けることが見込まれ、大黒屋の業績が悪化した場合に

は、当社グループの財政状態及び経営成績に重大な影響を及ぼす恐れがあります。　

　

(4)経営戦略の現状と見通し

　当社はグループ企業の価値の新たな創造を目指し、変化の著しい経営環境に迅速かつ柔軟に対応していくべ

く、平成21年９月18日をもって持株会社体制に移行いたしました。持株会社制への移行に伴い更なる収益機会の

実現に向けて推進してまいります。　

　連結の業績見通しにつきましては、子会社である大黒屋の既存店売上は金券売上の減収を見込むものの、商品

売上は積極的な広告宣伝活動等により増収を見込み、また、前期末に開店した銀座店、または当期に予定してお

ります新規店舗の売上が寄与すると思われ、全体としては当初の計画通り9.3％程度の増収を見込んでおりま

す。適正な価格での買取による利益率の確保、経費の効率化等に取り組み、事業の規模の拡大を図ってまいりま

す。

　

(5)資本の財源及び資金の流動性についての分析

①キャッシュ・フローの分析

　キャッシュ・フローの分析については、「第２　事業の状況　１　業績等の概要」に記載のとおりであります。

②財務政策

　当社グループの財務政策は、常に資金効率を最大限に高める活動を行いながら、営業活動によりキャッシュ・

フローと金融機関からの長期・短期の借入により必要となる十分な資金を確保し、財務体質を強化することに

あります。

　

(6)経営者の問題意識と今後の方針

　当社は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めております。今後も

業種・業態を越えた企業間競争が一層激化するものと予想されますが、競合他社との差別化を図り、積極的に提

案営業を推進し、顧客に信頼されるパートナーとなるよう企業価値の最大化を目指してまいります。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間において、主要な設備に異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。な

お、当社は、平成22年４月１日付で本店を移転しました。

　移転に伴う諸費用は事務所移転費用として特別損失に計上しております。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 140,000,000

計 140,000,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数（株）

（平成22年３月31日）
提出日現在発行数（株）
（平成22年６月25日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 36,223,850 36,223,850　非上場
単元株式数

100株

計 36,223,850 36,223,850 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年10月１日～

平成22年３月31日
－ 36,223,850 － 4,000,000 － 1,000,000

（５）【大株主の状況】

 平成22年３月31日現在

氏名または名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

オリオン・キャピタル・マネー

ジメント株式会社
東京都港区高輪２丁目15番８号 14,000 38.64

宮本　雅史 東京都目黒区 7,564 20.88

齋藤　祐二 千葉県市川市 3,600 9.93

齋藤　雄大 千葉県船橋市 2,000 5.52

齋藤　　武 千葉県船橋市 1,000 2.76

佐々木　裕 千葉県松戸市 750 2.07

小林　祐介 東京都千代田区 600 1.65

中　修一 岡山県岡山市 525 1.44

齋藤　勝雄 千葉県船橋市 400 1.10

齋藤　菜奈 千葉県船橋市 400 1.10

計 ― 30,839 85.13
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　　600　 　 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　36,222,900　　　 362,229 －

単元未満株式 普通株式　　　350　 　 － －

発行済株式総数 36,223,850 － －

総株主の議決権 － 362,229 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式94株が含まれております。

　

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名または名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社ディーワンダー

ランド

東京都港区高輪2丁

目15番8号
600 － 600 0.00

計 － 600 － 600 0.00

　

２【株価の推移】

　

　当該中間会計期間における月別最高・最低株価

月別　 平成21年10月　11月　 12月　 平成22年１月　 ２月　 ３月　

　最高（円） 　  53 72　　 69　 67　 28　 　－

　最低（円） 41　 46　 51　 24　 18　 　－

（注）1.最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものです。

2.平成22年２月９日付で上場廃止となりましたので、最終取引日である平成22年２月８日までの株価について

記載しております。　

　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(１)当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

(２)当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

(３)前中間連結会計期間（平成20年10月１日から平成21年３月31日まで）は四半期連結財務諸表を作成しているた

め、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッ

シュ・フロー計算書については、前中間連結会計期間との対比は行っておりません。

　　なお、比較のために参考情報として前第２四半期連結会計期間末（平成21年３月31日）の四半期連結貸借対照表並

びに前第２四半期連結累計期間（平成20年10月１日から平成21年３月31日まで）の四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書を「１　中間連結財務諸表」の「（２）その他」に記載しております。　

(４)前中間会計期間（平成20年10月１日から平成21年３月31日まで）は中間財務諸表を作成していないため、以下に

掲げる中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書については、前中間会計期間との対比は行って

おりません。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成21年10月１日から平成22年

３月31日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成21年10月１日から平成22年３月31日まで）の中間財

務諸表について、明誠監査法人により中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】
（１）【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】

（単位：千円）

当中間連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成21年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 1,885,885

※1
 2,685,606

売掛金 ※1
 213,209

※1
 189,443

たな卸資産 ※1, ※4
 2,507,454

※1, ※4
 2,361,343

繰延税金資産 111,163 277,776

営業貸付金 ※1
 1,522,883

※1
 1,502,846

その他 63,764 57,970

貸倒引当金 △5,457 △6,583

流動資産合計 6,298,904 7,068,404

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 299,937

※1
 318,915

土地 ※1
 338,169

※1
 338,169

その他（純額） 95,445 94,961

有形固定資産合計 ※2
 733,551

※2
 752,046

無形固定資産

のれん 8,965,275 9,245,440

その他 51,371 46,918

無形固定資産合計 9,016,647 9,292,358

投資その他の資産

投資有価証券 29,744 32,206

繰延税金資産 19,636 20,716

その他 478,909 453,984

貸倒引当金 △2,690 △2,640

投資その他の資産合計 525,599 504,268

固定資産合計 10,275,799 10,548,674

資産合計 16,574,703 17,617,078
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（単位：千円）

当中間連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成21年９月30日)

負債の部

流動負債

短期借入金 － 24,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1, ※3
 600,000

※1, ※3
 600,000

未払法人税等 323,948 57,605

賞与引当金 63,288 68,440

ポイントカード引当金 79,385 145,010

その他 103,317 96,201

流動負債合計 1,169,940 991,257

固定負債

長期借入金 ※1, ※3
 7,000,000

※1, ※3
 8,600,000

退職給付引当金 25,143 24,498

その他 16,600 16,600

固定負債合計 7,041,743 8,641,098

負債合計 8,211,683 9,632,356

純資産の部

株主資本

資本金 4,000,000 4,000,000

資本剰余金 2,133,292 2,133,292

利益剰余金 2,231,661 1,852,510

自己株式 △609 △605

株主資本合計 8,364,344 7,985,197

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,325 △475

評価・換算差額等合計 △1,325 △475

純資産合計 8,363,019 7,984,722

負債純資産合計 16,574,703 17,617,078
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②【中間連結損益計算書】
（単位：千円）

当中間連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年３月31日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自　平成20年10月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 6,613,673 12,186,626

売上原価 4,311,007 8,102,620

売上総利益 2,302,665 4,084,005

販売費及び一般管理費 ※1
 1,413,606

※1
 2,793,935

営業利益 889,059 1,290,070

営業外収益

受取利息 447 1,189

受取配当金 147 680

受取保険金 2,364 16,631

助成金収入 3,401 －

その他 8,626 12,479

営業外収益合計 14,985 30,980

営業外費用

支払利息 132,810 337,123

その他 287 10,996

営業外費用合計 133,097 348,120

経常利益 770,947 972,930

特別利益

固定資産売却益 － ※2
 178

ポイントカード引当金戻入額 65,624 6,476

貸倒引当金戻入額 1,075 －

養老保険解約益 33,745 －

その他 6,692 317

特別利益合計 107,137 6,971

特別損失

固定資産除却損 214 5,741

投資有価証券評価損 － 3,805

訴訟関連損失 － 284,400

事務所移転費用 8,007 －

特別損失合計 8,221 293,946

税金等調整前中間純利益 869,862 685,955

法人税、住民税及び事業税 322,402 209,414

法人税等調整額 168,309 321,767

法人税等合計 490,712 531,182

中間純利益 379,150 154,773
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

当中間連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年３月31日)

前連結会計年度の
要約連結株主資本等変動計算

書
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年９月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 4,000,000 4,000,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 4,000,000 4,000,000

資本剰余金

前期末残高 2,133,292 2,133,292

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 2,133,292 2,133,292

利益剰余金

前期末残高 1,852,510 1,697,737

当中間期変動額

中間純利益 379,150 154,773

当中間期変動額合計 379,150 154,773

当中間期末残高 2,231,661 1,852,510

自己株式

前期末残高 △605 △603

当中間期変動額

自己株式の取得 △4 △2

当中間期変動額合計 △4 △2

当中間期末残高 △609 △605

株主資本合計

前期末残高 7,985,197 7,830,426

当中間期変動額

中間純利益 379,150 154,773

自己株式の取得 △4 △2

当中間期変動額合計 379,146 154,771

当中間期末残高 8,364,344 7,985,197
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（単位：千円）

当中間連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年３月31日)

前連結会計年度の
要約連結株主資本等変動計算

書
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年９月30日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △475 －

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△850 △475

当中間期変動額合計 △850 △475

当中間期末残高 △1,325 △475

評価・換算差額等合計

前期末残高 △475 －

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△850 △475

当中間期変動額合計 △850 △475

当中間期末残高 △1,325 △475

純資産合計

前期末残高 7,984,722 7,830,426

当中間期変動額

中間純利益 379,150 154,773

自己株式の取得 △4 △2

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△850 △475

当中間期変動額合計 378,296 154,296

当中間期末残高 8,363,019 7,984,722
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当中間連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年３月31日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・フロー

計算書
(自　平成20年10月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益 869,862 685,955

減価償却費 63,696 126,751

のれん償却額 280,164 560,329

養老保険解約益 △33,745 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,075 205

賞与引当金の増減額（△は減少） △5,152 8,633

ポイントカード引当金の増加又は減少額(△) △65,624 △6,476

退職給付引当金の増減額（△は減少） 644 △2,394

受取利息及び受取配当金 △594 △1,870

支払利息 132,810 337,123

固定資産売却損益（△は益） － △178

固定資産除却損 214 5,741

投資有価証券評価損益（△は益） － 3,805

売上債権の増減額（△は増加） △43,803 167,491

たな卸資産の増減額（△は増加） △146,110 698,449

未払金の増減額（△は減少） 11,003 △27,318

仕入債務の増減額（△は減少） △403 －

その他 △17,905 △57,827

小計 1,043,983 2,498,422

利息及び配当金の受取額 594 1,870

利息の支払額 △133,214 △339,612

養老保険解約による収入 66,000 －

法人税等の支払額 △56,058 △422,310

営業活動によるキャッシュ・フロー 921,306 1,738,369

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △60,000 －

投資有価証券の清算による収入 7,520 －

有形固定資産の取得による支出 △49,540 △130,814

有形固定資産の売却による収入 － 495

投資有価証券の取得による支出 △4 △13

差入保証金の回収による収入 5,000 －

その他 － △14,400

投資活動によるキャッシュ・フロー △97,024 △144,732

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） △24,000 △217,000

長期借入金の返済による支出 △1,600,000 △600,000

自己株式の取得による支出 △4 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,624,004 △817,002

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △799,722 776,634

現金及び現金同等物の期首残高 2,685,606 1,908,972

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1
 1,885,885

※1
 2,685,606
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
当中間連結会計期間

（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年10月１日
至　平成21年９月30日）

１．連結の範囲に関する事項 　子会社はすべて連結しております。 同左

 　連結子会社の数　1 社 　

 　連結子会社の名称

   　株式会社大黒屋 

　

２．持分法の適用に関する事項 　関連会社がないため、持分法は適用しておりませ

ん。

同左

３．連結子会社の中間決算日（決算日）

等に関する事項

　すべての連結子会社の中間決算日は中間連結決

算日と一致しております。

すべての連結子会社の事業年度の決算日は連結決

算日と一致しております。

項目
当中間連結会計期間

（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年10月１日
至　平成21年９月30日）

４．会計処理基準に関する事項   

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法

①有価証券

　その他有価証券

　　時価のあるもの

中間連結会計期間末の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）によっ

ております。

①有価証券

　その他有価証券

　　時価のあるもの

連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）によって

おります。

 　　時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

　　時価のないもの

同左

 ②たな卸資産

　商品

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）に

よっております。

②たな卸資産

　商品

同左

 　貯蔵品

最終仕入原価法による原価法によっております。

　貯蔵品

　同左

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法

①有形固定資産

　　定率法によっております。

ただし、建物（建物附属設備を除く）については

定額法によっております。なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

①有形固定資産

同左

 　建物及び構築物　３年～47年

　車両運搬具　　　３年～６年

　工具器具備品　　３年～20年
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項目
当中間連結会計期間

（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年10月１日
至　平成21年９月30日）

 ②無形固定資産

自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）による定額法により償却し

ておます。

②無形固定資産

同左

(3）重要な引当金の計上基

準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

①貸倒引当金

同左

 ②賞与引当金

従業員に支給する賞与に充てるため、将来の支給見

込額のうち、当中間連結会計期間末の負担額を計上

しております。

②賞与引当金

従業員に支給する賞与に充てるため、将来の支給見

込額のうち、当連結会計年度末の負担額を計上して

おります。

 ③ポイントカード引当金

販売促進を目的とするポイントカード制度に基づ

き、顧客へ付与したポイントの利用に備えるため、

当中間連結会計期間末において将来利用されると

見込まれる額を計上しております。

③ポイントカード引当金

販売促進を目的とするポイントカード制度に基づ

き、顧客へ付与したポイントの利用に備えるため、

当連結会計年度末において将来利用されると見込

まれる額を計上しております。

 ④退職給付引当金

当社では従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末において発生していると認

められる額を計上しております。なお、連結子会社

は、当連結会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末に

おいて発生していると認められる額を計上してお

ります。

④退職給付引当金

当社では従業員の退職給付に備えるため、当連結会

計年度末における退職給付債務の見込額に基づき、

当連結会計年度末において発生していると認めら

れる額を計上しております。なお、連結子会社は、当

連結会計年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発

生していると認められる額を計上しております。
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項目
当中間連結会計期間

（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年10月１日
至　平成21年９月30日）

４．会計処理基準に関する事項

　(4）その他中間連結財務諸表（連結

財務諸表）作成のための基本と

なる重要な事項

①営業貸付金利息の計上基準

質屋業における収益計上時期について

売上高には質屋業における質料が含まれております。質料は営

業貸付金に対する利息と質物（担保物）に関する保管料を合わ

せた性格を有するものであります。この質料は後払いで入金さ

れますが、質料を支払って契約を継続するか流質させる（質物

を放棄し、債務の弁済に充てる）かについては、顧客に選択肢が

あるため、質料は入金時点で認識し、売上計上しております。

①営業貸付金利息の計上基準

同左

 ②消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

②消費税等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負債の評

価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採

用しております。

同左

６．のれん償却に関する事項 　のれんの償却については、20年間の均等償却を行っております。 同左

７．連結納税制度 　連結納税制度の適用

　連結納税制度を適用しております。

　連結納税制度の適用

同左

８．中間連結キャッシュ・フロー計

算書（連結キャッシュ・フロー

計算書）における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

同左
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

当中間連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年10月１日
至　平成21年９月30日）

───────　 （たな卸資産の評価に関する会計基準の適用）

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として個別法による原価

法によっておりましたが、当連結会計年度から「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成18年７月５日公表分　企業会計基準第９号）が適用された

ことに伴い、評価基準については、個別法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下による簿価切下げの方法により算定）に変更しております。

　この変更に伴う損益の影響及びセグメント情報に与える影響は軽微であります。　

【追加情報】

該当事項はありません。
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【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）
当中間連結会計期間末
（平成22年3月31日）

前連結会計年度末
（平成21年9月30日）

※１．担保提供資産及び担保付債務

担保資産は、借入のために以下の質権及び抵当権を設定しております。

※１．担保提供資産及び担保付債務

担保資産は、借入のために以下の質権及び抵当権を設定しております。
担保提供資産 対象債務

預金 質権 1,023,651千円
  売掛金 譲渡担保 213,209千円

営業貸付金 譲渡担保 1,522,883千円  

たな卸資産 譲渡担保 2,507,454千円
１年以内返済予定の長期借入金 600,000千円
長期借入金 7,000,000千円

建物 抵当権 274,726千円
  土地 抵当権 294,141千円

　

担保提供資産 対象債務

預金 質権 1,358,899千円 
　

 
　売掛金 譲渡担保 189,442千円

営業貸付金 譲渡担保 1,502,846千円  
たな卸資産 譲渡担保 2,361,343千円

１年以内返済予定の長期借入金 600,000千円
長期借入金 8,600,000千円

建物 抵当権 291,125千円
  土地 抵当権 294,141千円

　
 上記以外に商標権の質権設定をしております。

　なお、関係会社株式（取得価額　5,505,100　　千円）につきましては質

権が設定されておりますが、連結子会社の株式のため中間連結貸借対照

表では相殺消去されております。

※２．有形固定資産の減価償却累計額

541,307千円

　上記以外に商標権の質権設定をしております。

　なお、関係会社株式（取得価額　5,505,100　　千円）につきましては質

権が設定されておりますが、連結子会社の株式のため連結貸借対照表

では相殺消去されております。

※２．有形固定資産の減価償却累計額

556,466千円

※３．財務制限条項等

　借入金のうち、長期借入金　7,600,000千円（うち１年以内返済額　

600,000千円）について㈱大黒屋(以下本件借入人)に強制期限前弁

済、財務制限条項、資産制限条項、当社に表面及び確約条項がついてお

り、これらに抵触した場合、融資契約上の全ての債務について期限の

利益を失います。

※３．財務制限条項等

　借入金のうち、長期借入金　9,200,000　　　千円（うち１年以内返済

額　600,000千円）について㈱大黒屋(以下本件借入人)に強制期限前

弁済、財務制限条項、資産制限条項、当社に表面及び確約条項がつい

ており、これらに抵触した場合、融資契約上の全ての債務について期

限の利益を失います。

(1）強制期限前弁済

　次の各号に定める事由のいずれかが生じた場合、当該各号に定める

金額にて個別貸付の期限前弁済を行うことを要する。但し、全貸付人

の書面による事前の承認を得た場合及び本件借入人の新店舗出店そ

の他これに類する事業拡大のための合理的に必要となる金額の資金

調達を行う場合を除く。

(1）強制期限前弁済

同左
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当中間連結会計期間末
（平成22年3月31日）

前連結会計年度末
（平成21年9月30日）

①　本件借入人が、募集株式の発行、募集新株予約権の発行、新株予約権付社債の

発行、自己株式の処分その他エクイティ・ファイナンスによる資金調達を

行った場合：当該資金調達（但し、当該資金調達に係る諸経費、公租公課を

控除後）の100％相当額

同左

②　本件借入人が、借入れ、社債の発行その他デッド・ファイナンスによる資金

調達を行った場合：当該資金調達額（当該資金調達に係る諸経費、公租公

課を控除後）の100％相当額

　

③　本件借入人が、その所有する簿価1億円以上の資産を第三者に売却した場

合：資産売却代り金（不動産証券化・流動化の代り金を含む。但し、当該売

却に生ずる諸経費及び公租公課等を控除後）の100％相当額

　

④　本件借入人において余剰キャッュ・フローが生じた場合：当該キャッシュ

・フローの50％相当額

　

⑤　本件借入人が、本件担保権の対象たる不動産に付保された保険契約に係る保

険金を受領した場合：当該保険金額の100％相当額

　

⑥　本件借入人が、本件株式売買契約に基づく損害賠償請求により損害賠償金を

受領した場合：当該損害賠償金の100％相当額

　

(2）資産制限条項

　本件借入人は、全貸付人の書面による事前の承諾がない限り、事業又は重要な

資産の全部又は一部の譲渡、本件担保権以外の担保設定その他一切の処分を

行ってはならない。

(2）資産制限条項

同左

(3）財務制限条項

①　本件借入人は、財務コベナンツ計算書に定める各算式により算出される以下

の財務指標値を維持するものとする。

(3）財務制限条項

①　本件借入人は、財務コベナンツ計算書に定める各算式

により算出される以下の財務指標値を維持するもの

とする。

　（イ） 貸借対照表に基づく自己資本比率：

　　（a） 平成19年3月期　　　：25％以上

　　（b） 平成20年3月期以降　：30％以上

　（イ） 貸借対照表に基づく自己資本比率：

　　（a） 平成19年3月期　　　：25％以上

　　（b） 平成20年3月期以降　：30％以上

　（ロ）　貸借対照表上の純資産の部の合計　

　　　　　額：50億円以上

　（ロ）　貸借対照表上の純資産の部の合計　

　　　　　額：50億円以上

　（ハ）　貸借対照表上に基づく流動比率：

　　　　　300％以上

　（ハ）　貸借対照表上に基づく流動比率：

　　　　　300％以上

　（ニ）　財務諸表に基づくレバレッジ倍率

　　（a） 平成19年3月期：7.00倍以下

　　（b） 平成20年3月期：5.00倍以下

　　（c） 平成21年3月期：4.00倍以下

　　（d） 平成21年9月期：3.875倍以下

　　（e） 平成22年9月期：3.625倍以下

　（ニ）　財務諸表に基づくレバレッジ倍率

　　（a） 平成19年3月期：7.00倍以下

　　（b） 平成20年3月期：5.00倍以下

　　（c） 平成21年3月期：4.00倍以下

　　（d） 平成22年3月期：3.75倍以下

　　（e） 平成23年3月期：3.50倍以下

　（ホ）　DSCR：1.30以上 　（ホ）　DSCR：1.30以上

　（へ）　インタレスト・カバレッジ倍率：

　　　　　3.0倍以上

　（へ）　インタレスト・カバレッジ倍率：

　　　　　3.0倍以上
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当中間連結会計期間末
（平成22年3月31日）

前連結会計年度末
（平成21年9月30日）

②　本件借入人は、多数貸付人が承認したもの以外の一事業年度あたり10億円を超える設備

投資を行ってはならない。

同左

③　本件借入人は、全貸付人の書面による事前の承諾がない限り、募集株式の発行、募集新株

予約権付社債の発行、その他エクイティ・ファイナンスによる資金調達（但し、本件借

入人の新店舗出店その他これに類する事業拡大のために合理的に必要とされる金額の

資金調達を行う場合を除く。）を行ってはならない。

　

④　本件借入人は、全貸付人の書面による事前の承諾がない限り、借入れ、社債の発行その他

デッド・ファイナンスによる資金調達を行ってはならない。

　

⑤　本件借入人は、全貸付人の書面による事前の承諾がない限り、本ローン関連契約に基づく

保証債務以外の、第三者に対する保証債務の負担を行ってはならない。

　

⑥　本件借入人は、全貸付人の書面による事前の承諾がない限り、一事業年度あたりの累計支

払額が二億円を越えることとなるリース契約及びオフバランス取引に係る契約の締結

及び履行を行ってはならない。

　

⑦　本件借入人は、全貸付人の書面による事前の承諾がない限り、手形、小切手その他のこれ

らに類する有価証券、証書又は書類の発行を行ってはならない。

　

⑧　本件借入人は、全貸付人の書面による事前の承諾がない限り、資本減少、準備金の減少、株

式分割、株式併合、合併（予定されている合併を除く）、株式交換又は株式移転を行って

はならない。

　

※４．たな卸資産の内容

　　　たな卸資産の内容は次のとおりであります。

　　　　　商　品　　2,505,703千円

　　　　　貯蔵品　　　　1,750千円

　　　　　合　計　　2,507,453千円

※４．たな卸資産の内容

　たな卸資産の内容は次のとおりでありま

す。

　　　　　商　品　　2,358,047千円

　　　　　貯蔵品　　　　3,296千円

　　　　　合　計　　2,361,343千円
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（中間連結損益計算書関係）
当中間連結会計期間

（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年10月１日
至　平成21年９月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおり

であります。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおり

であります。

 

 給料手当 298,158千円 

 地代家賃 246,611千円 

 支払手数料 134,656千円 

 のれん償却 280,164千円 

貸倒引当金繰入 －千円 　

  
　

 

 給料手当 605,620千円 

 地代家賃 475,832千円 

 支払手数料 270,074千円 

 のれん償却 560,329千円 

貸倒引当金繰入 205千円 

　

───────　 ※２．固定資産売却益の内訳

　 車両 178千円

　計 178千円　
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

当中間連結会計期間（平成21年10月１日～平成22年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当中間連結会計期
間増加株式数

（株）

当中間連結会計期
間減少株式数

（株）

当中間連結会計期
間末株式数

（株）

発行済株式                 

普通株式 36,223,850 － － 36,223,850

合計 36,223,850 － － 36,223,850

自己株式                 

普通株式 633 61 － 694

合計 633 61 － 694

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加61株は、単元未満株式の買取によるものであります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。

 

３．配当に関する事項

  該当事項はありません。
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前連結会計年度（平成20年10月１日～平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数

（株）

当連結会計年度減
少株式数

（株）

当連結会計年度末
株式数

（株）

発行済株式                 

普通株式 36,223,850 － － 36,223,850

合計 36,223,850 － － 36,223,850

自己株式                 

普通株式 567 66 － 633

合計 567 66 － 633

 　（注）普通株式の自己株式の株式数の増加66株は、単元未満株式の買取によるものであります。

　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項ありません。

　 

３．配当に関する事項

　該当事項はありません。

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）
当中間連結会計期間

（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年10月１日
至　平成21年９月30日）

　

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係

　

現金及び預金勘定 1,885,885千円

現金及び現金同等物 1,885,885千円

　

現金及び預金勘定 2,685,606千円

別段預金
0　
千円

　
現金及び現金同等物

2,685,606
千円
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（有価証券関係）

(1）その他有価証券で時価のあるもの

区分
当中間連結会計期間末
（平成22年３月31日）

前連結会計年度末
（平成21年９月30日） 　

 
取得原価
（千円）

中間連結貸
借対照表計
上額
（千円）

差額
（千円）

取得原価
（千円）

連結貸借対
照表計上額
（千円）

差額
（千円） 　

①株式 27,53025,244△2,286 27,52526,706 △819 　

②債権 － － － － － － 　

③その他 － － － － － － 　

計 27,53025,244△2,286 27,52526,706 △819 　

　（注）　有価証券の時価評価額が、取得原価と比べて30％以上下落した場合には、回復可能性が認められる合理的な反証

がないかぎり減損処理を行うことを社内基準により規定しております。

(2）時価評価されていない主な有価証券

区分
当中間連結会計期間末
（平成22年３月31日）

前連結会計年度末
（平成21年９月30日）

　

 
中間連結貸借対照表
計上額（千円）

連結貸借対照表計上額
（千円）

　

その他有価証券　非上場株式 4,500 5,500 　

計 4,500 5,500 　

（デリバティブ取引関係）

当中間連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年10月１日
至　平成21年９月30日）

　

　当社はデリバティブ取引を全く利用

しておりませんので、該当事項はあり

ません。

同左　 　
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（ストック・オプション等関係）

当中間連結会計期間（平成21年10月１日～平成22年３月31日）

　当中間連結会計期間に付与したストック・オプションがないため、該当事項はありません。

　　　　前連結会計年度（自　平成20年10月１日　至　平成21年９月30日）　

 　　１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

 　　（1）ストック・オプションの内容

 
平成16年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 当社の取締役及び従業員　　３名

ストック・オプション数 普通株式　　　　　　　110,000株

付与日 平成17年７月19日

権利確定条件 定めておりません。 

対象勤務期間 定めておりません。 

権利行使期間
 　　自　平成17年７月19日

　　　至　平成21年１月21日

 （注）株式数に換算して記載しております。

 

 （2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

 　　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式

　　数に換算して記載しております。

 　①　ストック・オプションの数

 
平成16年

ストック・オプション

権利確定前　　　　　　（株）     

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後　　　　　　（株）     

前連結会計年度末 110,000

権利確定 －

権利行使 －

失効 110,000

未行使残 －

 　②　単価情報

 
平成16年

ストック・オプション

権利行使価格　　　　　　（円） 294

行使時平均株価　　　　　（円） －

公正な評価単価（付与日）（円） －
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当中間連結会計期間（平成21年10月１日～平成22年３月31日）

 
質屋、古物
販売業
（千円）

不動産賃貸
事業
（千円）

その他の
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 6,609,961 3,636 75 6,613,673 － 6,613,673

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ － － － － －

計 6,609,961 3,636 75 6,613,673 － 6,613,673

営業費用 5,668,768 586　 － 5,669,35555,2585,724,613

営業利益（又は営業損失） 941,192 3,050 75 944,318(55,258)889,059

　（注）１．事業の区分方法

　事業は、製品等の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主な製品・事業内容等

事業区分 主要製品・事業内容等

質屋、古物販売業
中古ブランド品の買取及び商品販売、質屋営業法に基づく

事業

不動産賃貸事業 商業ビル・駐車場管理業

その他の事業 ゲームソフトロイヤリティの受取り

３．営業費用のうち配賦不能営業費用として「消去又は全社」の項目に含めたものは、当社及び株式会社大黒屋

　　の管理部門に係る費用であります。
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前連結会計年度（平成20年10月１日～平成21年９月30日）

 

ＩＴソ
リュー
ション事
業
（千円）

質屋、古
物販売業
（千円）

不動産賃
貸事業
（千円）

その他の
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益                             

　　売上高                             

(1）外部顧客に対する売上高 － 12,179,0967,280 24912,186,626 － 12,186,626

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － － －

計 － 12,179,0967,280 24912,186,626 － 12,186,626

営業費用 － 10,746,3181,240 － 10,747,558148,99710,896,555

営業利益（又は営業損失） － 1,432,7786,040 249 1,439,068(148,997)1,290,070

　（注）１．事業の区分方法

　事業は、製品等の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主な製品・事業内容等

事業区分 主要製品・事業内容等

ＩＴソリューション事業 受託システム開発事業

質屋、古物販売業
中古ブランド品の買取及び商品販売、質屋営業法に基づく

事業

不動産賃貸業 商業ビル・駐車場管理業

その他の事業 ゲームソフトロイヤリティの受取り

３．営業費用のうち配賦不能営業費用として「消去又は全社」の項目に含めた金額は、148,997 千円であり、そ

　　の主なものは、当社及び株式会社大黒屋の管理部門に係る費用並びにのれんの償却額であります。　
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【所在地別セグメント情報】

当中間連結会計期間（平成21年10月１日～平成22年３月31日）及び前連結会計年度（平成20年10月１日～平

成21年９月30日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

当中間連結会計期間（平成21年10月１日～平成22年３月31日）及び前連結会計年度（平成20年10月１日～平

成21年９月30日）

海外売上高がないため、該当事項はありません。

（企業結合等関係）

 

当中間連結会計期間（平成21年10月１日～平成22年３月31日）

該当事項はありません。　

　

前連結会計年度（平成20年10月１日～平成21年９月30日）

該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

当中間連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

前連結会計年度
（自　平成20年10月１日
至　平成21年９月30日）

　

１株当たり純資産額

 

 

 

 230円87銭

 

 １株当たり中間純利益金額

 

 10円46銭 

 

１株当たり純資産額

 

 

 

 220円43銭

 

  １株当たり当期純利益金額

 

 4円27銭 

 

　

潜在株式調整後

１株当たり中間純利益金額

潜在株式調整後1株あたり中間純利益

金額については、潜在株式が存在しな

ため記載しておりません。

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額

潜在株式調整後1株あたり当期純利益

金額については、潜在株式が存在しな

ため記載しておりません。

　

　（注）　１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当中間連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日)

前連結会計年度
(自　平成20年10月１日
至　平成21年９月30日)

１株当たり中間（当期）純利益金額         

中間（当期）純利益（千円） 379,150 154,773

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 379,150 154,773

期中平均株式数（株） 36,223,165 36,223,257

（重要な後発事象）

当中間連結会計期間（平成21年10月１日～平成22年３月31日）

　　該当事項はありません。

 

前連結会計年度（平成20年10月１日～平成21年９月30日）

　　該当事項はありません。　

 

（２）【その他】

　前中間連結会計期間（平成20年10月１日～平成21年３月31日）は四半期連結財務諸表を作成しているため、

以下に参考情報として前第２四半期連結会計期間末（平成21年３月31日）の四半期連結貸借対照表並びに前

第２四半期連結累計期間（平成20年10月１日～平成21年３月31日）の四半期連結損益計算書および四半期連

結キャッシュ・フロー計算書を記載しております。
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１　四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

 （単位：千円）　

 
 

前第２四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

資産の部　     
流動資産     
現金及び預金 2,194,183
売掛金 196,111
商品 2,693,239
繰延税金資産 594,469
営業貸付金 1,527,087
その他 57,585
貸倒引当金 △7,838
流動資産合計 7,254,838

固定資産     

有形固定資産 ※１
　734,522

無形固定資産     
のれん 9,525,605
その他 70,107
無形固定資産合計 9,595,713

投資その他の資産     
投資その他の資産 500,715
貸倒引当金 △2,490
投資その他の資産合計 498,225

固定資産合計 10,828,459
資産合計 18,083,298

負債の部     
流動負債     
買掛金 6,822
短期借入金 230,000
１年内返済予定の長期借入金 600,000
未払法人税等 192,612
賞与引当金 56,448
ポイントカード引当金 177,150
その他 119,927
流動負債合計 1,382,962

固定負債     

長期借入金 ※２
　8,900,000

退職給付引当金 22,665
その他 16,600
固定負債合計 8,939,265

負債合計 10,322,227
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 （単位：千円）　

 
 

前第２四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

純資産の部     
株主資本     
資本金 4,000,000
資本剰余金 2,133,292
利益剰余金 1,630,848
自己株式 △603
株主資本合計 7,763,537

評価・換算差額等     
その他有価証券評価差額金 △2,466
評価・換算差額等合計 △2,466

純資産合計 7,761,070
負債純資産合計 18,083,298
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（２）四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

 （単位：千円）　

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

売上高 5,894,924
売上原価 3,933,679
売上総利益 1,961,245

販売費及び一般管理費 ※１
　1,405,650

営業利益 555,594
営業外収益     
受取保険金 4,336
その他 11,822
営業外収益合計 16,159

営業外費用     
支払利息 175,779
その他 1,099
営業外費用合計 176,879

経常利益 394,874
特別利益     
固定資産売却益 178
特別利益合計 178

特別損失     
固定資産除却損 214
投資有価証券評価損 3,805
訴訟関連損失 284,400
特別損失合計 288,419

税金等調整前四半期純利益 106,633
法人税等 173,522
四半期純損失（△） △66,889
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

 （単位：千円）　

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー     
税金等調整前四半期純利益 106,633
減価償却費 53,255
のれん償却額 280,164
貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,310
賞与引当金の増減額（△は減少） △3,358
ポイントカード引当金の増減額（△は減少） 25,664
退職給付引当金の増減額（△は減少） △4,227
受取利息及び受取配当金 △1,209
支払利息 175,779
有形固定資産売却損益（△は益） △178
有形固定資産除却損 214
投資有価証券評価損益（△は益） 3,805
売上債権の増減額（△は増加） 136,582
たな卸資産の増減額（△は増加） 363,135
仕入債務の増減額（△は減少） △1,829
未払金の増減額（△は減少） △26,636
その他 △44,052
小計 1,065,053
利息及び配当金の受取額 1,209
利息の支払額 △170,484
法人税等の支払額 △253,284
営業活動によるキャッシュ・フロー 642,494

投資活動によるキャッシュ・フロー     
有形固定資産の取得による支出 △46,770
有形固定資産の売却による収入 495
投資有価証券の取得による支出 △7
投資活動によるキャッシュ・フロー △46,282

財務活動によるキャッシュ・フロー     
短期借入金の返済による支出 △11,000
長期借入金の返済による支出 △300,000
財務活動によるキャッシュ・フロー △311,000

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 285,211
現金及び現金同等物の期首残高 1,908,972

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
　2,194,183
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

　

１．会計処理基準に関する事

項の変更

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

　　の変更

　たな卸資産　

　通常の販売目的で保有するたな卸資産に

ついては、従来、個別法による原価法によっ

ておりましたが、当第１四半期連結会計期

間より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号　平成18年７月

５日）が適用されたことに伴い、個別法に

よる原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に

より算定しております。

これによる営業利益、経常利益及び税金等

調整前四半期純利益への影響は軽微であり

ます。

　

簡便な会計処理

　　　該当事項はありません。

 

四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

　

１．税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会

計期間を含む連結会計年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積り、税引前四半期純利益に

当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含め

て表示しております。　
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注記事項

（四半期連結貸借対照表関係）

前第２四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 522,352千円

 

※２．財務制限条項

　借入金のうち、長期借入金9,500,000千円（うち１年以内返済額600,000千円）について株式会社大黒屋（以下本件

借入人）に強制期限前弁済、財務制限条項、資産制限条項がついており、これらに抵触した場合、融資契約上の全ての

債務について期限の利益を失います。

（1）強制期限前弁済

　次の各号に定める事由のいずれかが生じた場合、当該各号に定める金額にて個別貸付の期限前弁済を行うことを

要する。但し、全貸付人の書面による事前の承認を得た場合及び本件借入人の新店舗出店その他これに類する事業

拡大のための合理的に必要となる金額の資金調達を行う場合を除く。

①　本件借入人が、募集株式の発行、募集新株予約権の発行、新株予約権付社債の発行、自己株式の処分その他エク

イティ・ファイナンスによる資金調達を行った場合：

　当該資金調達（但し、当該資金調達に係る諸経費、公租公課を控除後）の100％相当額

②　本件借入人が、借入れ、社債の発行その他デッド・ファイナンスによる資金調達を行った場合：

　当該資金調達額（当該資金調達に係る諸経費、公租公課を控除後）の100％相当額

③　本件借入人が、その所有する簿価１億円以上の資産を第三者に売却した場合：

　資産売却代り金（不動産証券化・流動化の代り金を含む。但し、当該売却に生ずる諸経費及び公租公課等を

控除後）の100％相当額

④　本件借入人において余剰キャッシュ・フローが生じた場合：

当該キャッシュ・フローの50％相当額

⑤　本件借入人が、本件担保権の対象たる不動産に付保された保険契約に係る保険金を受領した場合：

　　　当該保険金額の100％相当額

⑥　本件借入人が、本件株式売買契約に基づく損害賠償請求により損害賠償金を受領した場合：

　　　当該損害賠償金の100％相当額

（2）資産制限条項

　本件借入人は、全貸付人の書面による事前の承諾がない限り、事業又は重要な資産の全部又は一部の譲渡、本件担

保権以外の担保設定その他一切の処分を行ってはならない。
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前第２四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

（3）財務制限条項

①　本件借入人は、財務コベナンツ計算書に定める各算式により算出される以下の財務指標値を維持するものとす

る。

（イ）貸借対照表に基づく自己資本比率：

（a）平成19年3月期　　　：25％以上

（b）平成20年3月期以降　：30％以上

（ロ）貸借対照表上の純資産の部の合計額：

　　　　　　　　　　　　　   50億円以上

（ハ）貸借対照表上に基づく流動比率：

　　　 　　　　　　　　　 　 300％以上

（ニ）財務諸表に基づくレバレッジ倍率

（a）平成19年3月期：7.00倍以下

（b）平成20年3月期：5.00倍以下

（c）平成21年3月期：4.00倍以下

（d）平成22年3月期：3.75倍以下

（e）平成23年3月期：3.50倍以下

（ホ）DSCR：1.30以上

（へ）インタレスト・カバレッジ倍率：

　　　 　　　　　　　　　 　3.0倍以上

②　本件借入人は、多数貸付人が承認したもの以外の一事業年度あたり10億円を超える設備投資を行ってはならな

い。

③　本件借入人は、全貸付人の書面による事前の承諾がない限り、募集株式の発行、募集新株予約権付社債の発行、

その他エクイティ・ファイナンスによる資金調達（但し、本件借入人の新店舗出店その他これに類する事業

拡大のために合理的に必要とされる金額の資金調達を行う場合を除く。）を行ってはならない。

④　本件借入人は、全貸付人の書面による事前の承諾がない限り、借入れ、社債の発行その他デッド・ファイナンス

による資金調達を行ってはならない。

⑤　本件借入人は、全貸付人の書面による事前の承諾がない限り、本ローン関連契約に基づく保証債務以外の、第三

者に対する保証債務の負担を行ってはならない。

⑥　本件借入人は、全貸付人の書面による事前の承諾がない限り、一事業年度あたりの累計支払額が２億円を越え

ることとなるリース契約及びオフバランス取引に係る契約の締結及び履行を行ってはならない。

⑦　本件借入人は、全貸付人の書面による事前の承諾がない限り、手形、小切手その他のこれらに類する有価証券、

証書又は書類の発行を行ってはならない。

⑧　本件借入人は、全貸付人の書面による事前の承諾がない限り、資本減少、準備金の減少、株式分割、株式併合、合

併（予定されている合併を除く）、株式交換又は株式移転を行ってはならない。
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

　

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

 

給料手当 304,486千円 

地代家賃 237,677千円 

支払手数料 125,358千円 

のれん償却 280,164千円 

貸倒引当金繰入 1,310千円 

ポイントカード引当金繰入 25,664千円 

賞与引当金繰入 56,448千円 

 

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

　

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と、四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 　　（平成21年３月31日現在）

 

現金及び預金残高 2,194,183千円

現金及び現金同等物 2,194,183千円

 

　

（株主資本等関係）

前第２四半期連結会計期間末（平成21年３月31日）及び前第２四半期連結累計期間（自　平成20年10月１日　至　

平成21年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　36,223,850株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　　   567株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。
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（セグメント情報）

事業の種類別セグメント情報

前第２四半期連結累計期間（自平成20年10月１日　至平成21年３月31日）

 

ＩＴソ
リュー
ション事
業
（千円）

質屋、古物
販売業
（千円）

不動産賃貸
事業
（千円）

その他の
事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高                             

(1）外部顧客に対す

る売上高
－ 5,891,1303,648 146 5,894,924 － 5,894,924

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高

－ － － － － － －

計 － 5,891,1303,648 146 5,894,924 － 5,894,924

営業利益 － 635,881 3,022 146 639,050(83,455)555,594

　（注）１．事業の区分方法

 　　　　　事業は、製品等の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

　　　　２．各区分に属する主な製品・事業内容等

事業区分 主要製品・事業内容等

　ＩＴソリューション事業 　受託システム開発事業 

 　質屋、古物販売業
　中古ブランドの買取及び商品販売、質屋営業法に基づく　

　事業 

　不動産賃貸業 　商業ビル・駐車場管理業 

　その他の事業 　ゲームソフトロイヤリティの受取り 

　　　

所在地別セグメント情報

前第２四半期連結累計期間（自平成20年10月１日　至平成21年３月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

 

海外売上高

前第２四半期連結累計期間（自平成20年10月１日　至平成21年３月31日）

　海外売上高がないため該当事項はありません。
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（有価証券関係）

　　　　企業集団の事業の運営において重要なものはありません。

　　　

（デリバティブ取引関係）

　　　　前第２四半期連結会計期間末（平成21年３月31日）

　当社グループはデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

 

（ストック・オプション等関係）

　　　　四半期連結財務諸表への影響額に重要性があるものはありません。

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

前第２四半期連結会計期間末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 214.26円
　

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

 

１株当たり四半期純損失金額 1.85円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりま

せん。
　

　

　

（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成21年３月31日）

　

１株当たり四半期純利益金額     　

四半期純利益又は純損失（千円） △66,889　

普通株主に帰属しない金額（千円） － 　

普通株式に係る四半期純利益又は純損失（千円） △66,889　

期中平均株式数（千株） 36,223　

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－

　

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

　　　　なお、訴訟に関する事項については、２　その他　をご参照下さい。

 

（リース取引関係）

　該当事項はありません。
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２　その他

　当社は、ステファニー化粧品株式会社から、当社に依頼したシステム開発について当社の責任においてその完成が

されず、同開発にかかる請負契約を解除し、請負代金その他の損害賠償請求訴訟（540百万円）を平成19年９月10日

付（訴状到達日平成19年９月13日）で東京地方裁判所に提訴されておりました。

　当社では、上記本訴に対して同社の契約違反により、解除を余儀なくされ、当社の逸失利益を含む費用相当額の損

害を被った事による損害賠償を求め、平成20年２月15日付で反訴（総額121百万円、その後５月19日に請求額を142

百万円に変更）を提訴しておりました。

　今般、東京地方裁判所により調停がなされ、平成21年１月27日付で和解が成立し、和解金280百万円を平成21年１月

30日までに支払うことになり、当該期日に支払を完了いたしました。

　また、ステファニー化粧品株式会社は、本和解の条件である仮差押を全て取り下げ、当社は、東京地方裁判所により

平成21年２月３日付（書面到達日　平成21年２月４日）で取り下げの通知を受領しております。　
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２【中間財務諸表等】
（１）【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

（単位：千円）

当中間会計期間末
(平成22年３月31日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成21年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 368,325 316,231

売掛金 － 1

未収入金 ※3
 339,133

※3
 120,989

その他 4,367 174,241

流動資産合計 711,825 611,465

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 4,822 4,651

構築物（純額） 63 63

工具、器具及び備品（純額） － 187

土地 44,027 44,027

有形固定資産合計 ※2
 48,913

※2
 48,929

投資その他の資産

投資有価証券 4,500 5,500

関係会社株式 ※1
 5,505,100

※1
 5,505,100

長期前払費用 － 329

繰延税金資産 2,326 4,054

その他 2,520 3,164

投資その他の資産合計 5,514,446 5,518,149

固定資産合計 5,563,359 5,567,079

資産合計 6,275,185 6,178,544

負債の部

流動負債

短期借入金 ※3
 －

※3
 24,000

未払法人税等 ※3
 143,348

※3
 605

その他 14,255 6,921

流動負債合計 157,604 31,527

固定負債

退職給付引当金 － 1,640

その他 3,600 3,600

固定負債合計 3,600 5,240

負債合計 161,204 36,767

純資産の部

株主資本

資本金 4,000,000 4,000,000

資本剰余金

資本準備金 1,000,000 1,000,000

その他資本剰余金 1,133,292 1,133,292

資本剰余金合計 2,133,292 2,133,292

利益剰余金

利益準備金 24,900 24,900

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △43,602 △15,810

利益剰余金合計 △18,702 9,090

自己株式 △609 △605

株主資本合計 6,113,981 6,141,776

純資産合計 6,113,981 6,141,776
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負債純資産合計 6,275,185 6,178,544
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②【中間損益計算書】
（単位：千円）

当中間会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年３月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成20年10月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 3,711 7,529

売上原価 552 1,130

売上総利益 3,159 6,399

販売費及び一般管理費 ※3
 55,293 149,106

営業損失（△） △52,133 △142,707

営業外収益 ※1
 1,703 419

営業外費用 ※2
 75

※5
 11,900

経常損失（△） △50,505 △154,188

特別利益 6,626 －

特別損失 ※4
 8,160 284,400

税引前中間純損失（△） △52,038 △438,588

法人税、住民税及び事業税 △192,813 △419,486

法人税等調整額 168,567 264,197

法人税等合計 △24,246 △155,289

中間純損失（△） △27,792 △283,298
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③【中間株主資本等変動計算書】
（単位：千円）

当中間会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年３月31日)

前事業年度の
要約株主資本等変動計算書

(自　平成20年10月１日
　至　平成21年９月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 4,000,000 4,000,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 4,000,000 4,000,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,000,000 1,000,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 1,000,000 1,000,000

その他資本剰余金

前期末残高 1,133,292 1,133,292

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 1,133,292 1,133,292

資本剰余金合計

前期末残高 2,133,292 2,133,292

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 2,133,292 2,133,292

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 24,900 24,900

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 24,900 24,900

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △15,810 267,488

当中間期変動額

中間純損失（△） △27,792 △283,298

当中間期変動額合計 △27,792 △283,298

当中間期末残高 △43,602 △15,810

利益剰余金合計

前期末残高 9,090 292,388

当中間期変動額

中間純損失（△） △27,792 △283,298

当中間期変動額合計 △27,792 △283,298
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（単位：千円）

当中間会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成22年３月31日)

前事業年度の
要約株主資本等変動計算書

(自　平成20年10月１日
　至　平成21年９月30日)

当中間期末残高 △18,702 9,090

自己株式

前期末残高 △605 △603

当中間期変動額

自己株式の取得 △4 △2

当中間期変動額合計 △4 △2

当中間期末残高 △609 △605

株主資本合計

前期末残高 6,141,776 6,425,077

当中間期変動額

中間純損失（△） △27,792 △283,298

自己株式の取得 △4 △2

当中間期変動額合計 △27,795 △283,300

当中間期末残高 6,113,981 6,141,776

純資産合計

前期末残高 6,141,776 6,425,077

当中間期変動額

中間純損失（△） △27,792 △283,298

自己株式の取得 △4 △2

当中間期変動額合計 △27,795 △283,300

当中間期末残高 6,113,981 6,141,776
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

該当事項はありません。

【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

当中間会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

前事業年度
（自　平成20年10月１日
至　平成21年９月30日）

　

１．資産の評価基準および評価方法

(1）有価証券

 　　 子会社株式

 　　 移動平均法による原価法

１．資産の評価基準および評価方法

(1）有価証券

 　　 子会社株式

同左

　

その他有価証券

時価のあるもの

─────────

その他有価証券

時価のあるもの

─────────

　

時価のないもの 

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

　

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法

　ただし、建物（建物附属設備を除

く）については定額法

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同左　

　

　なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物　　　　８年～34年

　構築物　　　20年

　工具器具備品４年～６年

　 　

  　

EDINET提出書類

株式会社ディーワンダーランド(E04915)

半期報告書

50/58



当中間会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

前事業年度
（自　平成20年10月１日
至　平成21年９月30日）

　

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　　　　　　　同左

　

(2)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務の見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生していると認

められる額を計上しております。

(2)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務の見込額に基づき、計上してお

ります。

　

４．連結納税の適用

　連結納税制度を適用しておりま

す。

４．連結納税の適用　

　　　　　　   同左

　

５．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

（1）消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式

によっております。

５．その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

（1）消費税等の会計処理

　　　　　同左

　

【追加情報】

　　該当事項はありません。　
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【注記事項】

（中間貸借対照表関係）

当中間会計期間末
（平成22年３月31日）

前事業年度末
（平成21年９月30日）

※１．担保提供資産及び担保付債務

    連結子会社である株式会社大黒屋に対する関係会社

株式5,505,100千円について、同連結子会社の総額

7,600,000千円の金融機関からの借入金に対する質権

が設定されております。

※１．担保提供資産及び担保付債務

　　連結子会社である株式会社大黒屋に対する関係会社株

式5,505,100千円について、同連結子会社の総額

9,200,000千円の金融機関からの借入金に対する質権

が設定されております。

※２．有形固定資産の減価償却累計額

40,490千円

※２．有形固定資産の減価償却累計額

97,948千円

※３．関係会社に対する債権及び債務　　　　　　

　　未収入金　　337,700千円

 

※３．関係会社に対する債権及び債務

未収入金　　120,700千円

短期借入金　 　24,000千円

未払費用　　 　　16千円

（中間損益計算書関係）

当中間会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

前事業年度
（自　平成20年10月１日
至　平成21年９月30日）

　

※１．営業外収益の主な内訳 ─────── 　

受取利息 102千円
　

　
　

　

※２．営業外費用の主な内訳 ─────── 　

支払利息 75千円
　

　
　

　

※３．減価償却実施額 ─────── 　

有形固定資産 34千円
　

　
　

　

※４．特別損失の主な内訳

事務所移転費用 8,007千円

─────── 　

─────── ※５．関係会社との取引

オリオン・キャピタル・マネー

ジメント株式会社への支払利息

　　　　　　　　　　　　11,895千円
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（中間株主資本等変動計算書関係）

当中間会計期間（平成21年10月１日～平成22年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

普通株式 633 61 － 694

合計 633 61 － 694

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加61株は、単元未満株式の買取によるものであります。

　

前事業年度（平成20年10月１日～平成21年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 567 66 － 633

合計 567 66 － 633

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加66株は、単元未満株式の買取によるものであります。

（リース取引関係）

　　　当中間会計期間末（平成22年３月31日）

　　　　該当事項はありません。

 

　　　前事業年度末（平成21年９月30日）

　　　　該当事項はありません。

　

（有価証券関係）

当中間会計期間末（平成22年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

前事業年度末（平成21年９月30日）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（１株当たり情報）

当中間会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日）

前事業年度
（自　平成20年10月１日
至　平成21年９月30日）

　

１株当たり純資産額 168円78銭

１株当たり中間純損失金

額
0円76銭

　

１株当たり純資産額 169円55銭

１株当たり当期純損失金

額
7円82銭

　

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

　

　（注）　１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当中間会計期間

(自　平成21年10月１日
至　平成22年３月31日)

前事業年度
(自　平成20年10月１日
至　平成21年９月30日)

中間（当期）純損失（千円） 27,792 283,298

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る中間（当期）純損失（千円） 27,792 283,298

期中平均株式数（株） 36,223,165 36,223,257

（重要な後発事象）

当中間会計期間（平成21年10月１日～平成22年３月31日）

該当事項はありません。

 

（２）【その他】

該当事項はありません。　
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第６【提出会社の参考情報】
　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

（１）有価証券報告書およびその添付書類並びに確認書

　　事業年度（第27期）（自　平成20年10月１日　至　平成21年９月30日）平成21年12月28日関東財務局長に提出

（２）内部統制報告書

　　　基準日（平成21年９月30日）平成21年12月28日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成22年６月25日

株式会社ディーワンダーランド  

 取締役会　御中    

　　　　　　　　　　　　　　　　　　明 誠 監 査 法 人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 西谷　富士夫　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中澤　研二　　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ディーワンダーランドの平成21年10月１日から平成22年９月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成

21年10月１日から平成22年３月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財

務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に

準拠して、株式会社ディーワンダーランド及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間（平成21年10月１日から平成22年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
　（※）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．中間連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成22年６月25日

株式会社ディーワンダーランド  

 取締役会　御中    

　　　　　　　　　　　　　　　　　　明 誠 監 査 法 人

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 西谷　富士夫　　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 中澤　研二　　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ディーワンダーランドの平成21年10月１日から平成22年９月30日までの第28期事業年度の中間会計期間（平成21

年10月１日から平成22年３月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資

本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社ディーワンダーランドの平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成21年10

月１日から平成22年３月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
　（※）１．上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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